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（高年齢者の就業形態と賃金について）Ⅳ 特別調査事項

特別調査事項として、高年齢者の就業形態と賃金について県内中小企業に尋ねた

ところ、次のような結果となった。

○ 県内中小企業の８９.２％が 「６０歳以上でも勤務が可能」となっている。、

また、「定年となる社員が当面いないので対策の必要がない」を除くと

９４.７％となる。

、「 」 、「 、○ 継続雇用希望者の雇用状況は 希望者全員を継続雇用 が５１.４％ 実績

資格・能力等に応じて選定」が４８.６％だった。

○ 継続雇用者の年収の変化は 「２～３割程度減少」が５１.９％と最も多く、、

次いで「４～５割程度減少」が２１.３％だった。

年収（総支給額）は 「３００～４００万円未満」が４２.０％で最も多く、、

次いで「２００～３００万円未満」が３０.１％だった。

１ 定年年齢について

「定年の定めがない、又は定年を廃止した」 ３７.９％

「定年は６５歳以上である」 １９.８％

「定年は６０～６４歳である」 ４２.３％

【1で「定年は６０～６４歳」と回答した企業】２ ６０歳以上の雇用確保措置の状況について

「６０歳以上の継続雇用制度がある」 ７４.６％

「特に対策を講じていない」 １１.６％

「定年となる社員が当面いないので対策の必要がない」 １３.８％

１，２の結果から 「６０歳以上でも勤務が可能な企業」を求めると、８９.２％の企業が「定、

年の定めがない 「定年は６５歳以上 「６０歳以上の継続雇用制度がある」のいずれかに該当」、 」、

する。また、「定年となる社員が当面いないので対策の必要がない」とする企業を除くと、

９４.７％の企業が、６０歳以上でも勤務が可能となっている。

【以下は２で「６０歳以上の継続雇用制度がある」と回答した企業】

３ 継続雇用希望者の雇用状況について

「希望者全員を継続雇用」 ５１.４％ 「実績、資格・能力等に応じて選定」 ４８.６％

４ 継続雇用者の雇用形態について（複数ある場合は主なもの）

「契約社員・嘱託」６７.７％ 「正社員」２０.１％「臨時・パート」１１.７％ 「その他」０.５％

５ 継続雇用者の１週間の勤務時間について（複数ある場合は主なもの）

「フルタイム（正社員と同じ 」 ７８.０％ 「週３０～４０時間未満」 １４.３％）

「週２０～３０時間未満」 ６.２％ 「週２０時間未満」 １.４％

６ 継続雇用者の年収の変化について（複数ある場合は主なもの）

「変わらない又は増加」 １２.９％ 「１割程度減少」 １２.９％

「２～３割程度減少」 ５１.９％ 「４～５割程度減少」 ２１.３％

「６割以上減少」 １.０％

７ 継続雇用者の年収（総支給額）について（複数ある場合は主なもの）

「５００万円以上」 ４.５％ 「４００～５００万円未満」 １６.２％

「３００～４００万円未満」 ４２.０％ 「２００～３００万円未満」 ３０.１％

「２００万円未満」 ７.２％

※本文中に関する数値については、グラフのほか、アンケート調査集計表（４１頁以下）を参照して下さい。
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定年年齢について１ 定年年齢について

定年年齢について、県内中小企業に尋ねた

ところ、 「定年は６０～６４歳であ全体では、

る」が４２.３％で最も多く、次いで「定年の

定めがない、又は定年を廃止した」が３７.９%

だった。「定年は６５歳以上である」は１９.８%

だった。

、 では 「定年は６０業種別にみると 製造業 、

～６４歳である」が５４.７％と過半数を超え

ており、中でも「金属製品」は７１.４％ 「輸、

送用機械器具」は６９.６％と高かった。

非製造業では 「定年の定めがない、又は定、

年を廃止した」が４８.7%で最も多く、製造業

の約２倍の値となっている。中でも 「不動産、

業」は７６.３％ 「飲食店」は６０.０％と高、

かった。

２ ６０歳以上の雇用確保措置の状況について ６０歳以上の雇用確保措置の状況について

１で「定年は６０～６４歳である」と回答

「高年齢者雇用安定法が改した企業に対して、

正され、平成２５年度以降は６５歳までの雇

用確保措置の導入が義務づけられたが、６０

歳以上の方が引き続き働けるよう、対策を講

全体でじているか」について尋ねたところ、

「６０歳以上の継続雇用制度がある」がは、

７４.６％と最も多く 「定年となる社員が当面、

いないので対策の必要がない が１３.８％ 特」 、「

に対策を講じていない」が１１.６％だった。

「６０歳以上の継続雇用制度がある」とす

る企業を 、 では、調査業種別にみると 製造業

対象１２業種中９業種が８０％を超えている

のに対し、 では、８０％を超えてい非製造業

る業種は一つもなかった。

６０歳以上でも勤務が可能な企業１，２の結果から 「６０歳以上でも勤務が、

可能な企業」を求めると、 、８９.２％全体では

の企業が 「定年の定めがない 「定年は６５、 」、

」、「 」歳以上 ６０歳以上の継続雇用制度がある

のいずれかに該当し、６０歳以上でも勤務が

可能となっている。

また 「定年となる社員が当面いないので対、

策の必要がない」とする企業を除くと、

９４.７％の企業が、６０歳以上でも勤務が可

能となっている。
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※以下の３～７については、２で「６０歳以上の継続雇用制度がある」と回答した企業のみ

（制度はあるが、実績がない場合は見込みでの回答）

３ 継続雇用希望者の雇用状況について 継続雇用希望者の雇用状況について

、「希望者全員を継続雇用」が全体では

、「 、 」５１.４％ 実績 資格・能力等に応じて選定

が４８.６％だった。

、 では 「希望者全員業種別にみると 製造業 、

を継続雇用」が５２.９％ 「実績、資格・能力、

等に応じて選定」が４７.１％だった。

では 「希望者全員を継続雇用」が非製造業 、

、「 、 」４８.７％ 実績 資格・能力等に応じて選定

が５１.３％だった。

４ 継続雇用者の雇用形態について 継続雇用希望者の雇用状況について

（複数ある場合は主なもの） （複数ある場合は主なもの）

「契約社員・嘱託」が６７.７％で全体では、

最も多く、次いで「正社員」が２０.１％ 「臨、

時・パート」が１１.７％だった。

、 、 ともに業種別にみると 製造業 非製造業

「契約社員・嘱託」が最も多く、次いで「正

社員」となっており、業種による違いはほと

んど見られなかった。

継続雇用者の１週間の勤務時間について

５ 継続雇用者の１週間の勤務時間について （複数ある場合は主なもの）

（複数ある場合は主なもの）

「フルタイム（正社員と同じ 」全体では、 ）

が７８.０％で最も多く、次いで「週３０～４０

時間未満」が１４.３％ 「週２０～３０時間未、

満」が６.２％だった。

、 、 ともに業種別にみると 製造業 非製造業

「フルタイム（正社員と同じ 」が最も多く、）

次いで「週３０～４０時間未満」となってお

り、業種による違いはほとんど見られなかっ

た。
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６ 継続雇用者の年収の変化について 継続雇用者の年収の変化について

（複数ある場合は主なもの） （複数ある場合は主なもの）

「２～３割程度減少」が５１.９％全体では、

で最も多く、次いで「４～５割程度減少」が

２１.３％ 「変わらない又は増加」及び「１割、

程度減少」が１２.９％だった。

、 ともに業種別にみると 製造業、非製造業

２～３割程度減少 が最も多く 次いで ４「 」 、 「

～５割程度減少」となっており、業種による

違いはほとんど見られなかった。

７ 継続雇用者の年収（総支給額）について 継続雇用者の年収（総支給額）について

（複数ある場合は主なもの） （複数ある場合は主なもの）

、「３００～４００万円未満」が全体では

４２.０％で最も多く、次いで「２００～３００

万円未満」が３０.１％ 「４００～５００万円、

未満」が１６.２％だった。

、 、 ともに業種別にみると 製造業 非製造業

「３００～４００万円未満」が最も多く、次

いで「２００～３００万円未満」だった。
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